
【経営基本情報】

○団体の基本情報

○主な事業内容

事業名

(1)
暴力団員不当行為防止・
被害者等救済事業

全事業合計に占める割合

(2) (1)以外の事業
全事業合計に占める割合

全事業合計
全事業合計に占める割合

[事業の概要]
(1)

○財務概況

（i）

（j）

※各数値は千円未満を四捨五入しているため、合計と内訳の計が一致しない場合があります。

69.8%

暴力団に関する相談受付、県民への広報啓発、企業や行政の責任者への講習、地域・職域暴力団排
               除組織の活動支援、保護・救済活動、各種研修活動等

100.0%

団体名

[事業規模]

公益財団法人暴力追放三重県民センター

津市栄町三丁目２２２番地

電話番号

団体の目的

所在地

HPアドレス

理事長　森川　仁

設立年月日

代表者

県出資額

http：//www.boutsui-mie.or.jp/

059-229-2140 059-229-6900

平成4年3月31日設立
平成23年4月1日公益財団法人へ移行

738,100,000

暴力団員による不当な行為を予防するための広報事業、暴力団員による不当な行
為についての相談事業、暴力団員による不当な行為の被害者に対する救援事業
等を行うとともに、暴力団員による不当な行為の防止及びこれによる被害の救済を
図り、もって安全で安心な三重県の実現に寄与することを目的とする。

FAX番号

県出資割合

(単位：千円)

円

警察本部

1,085,548

526

21,153

1,085,473

1,085,253

323

27,252

100.0%

令和5年度令和3年度

1,085,548

618

0

1,085,473

（e）＝（c）＋（d）

県所管部等

資産

一般正味財産

△ 232当期正味財産増減額合計 （g）＝（e）＋（f）

当期経常外増減額
（経常外収益－経常外費用）

0

当期指定正味財産増減額

事業費

令和4年度

△ 232

100.0%

（単位：千円）

27,02026,524

20,023

当期一般正味財産増減額

295

618

（a）

経常費用 26,200

0

23,897

（f）

△ 232

0

1,510

経常収益

0

1,510

1,084,813

178負債

0.0%

16,788 19,197

備考

100.0%

19,197

100.0%

令和5年度

100.0%

令和3年度 令和4年度

20,02316,788

0.0% 0.0%

※各数値は千円未満を四捨五入しているため、合計と内訳の計が一致しない場合があります。また、割合についても内訳の計が
　 100％にならない場合があります。

1,085,022

20,922

1,064,100 1,064,100

（b）

貸
借
対
照
表

指定正味財産

（h）

（l）＝（h）＋（k）

正味財産 （k）＝（i）＋（j）

220

1,084,813

20,535

1,084,635

1,510当期経常増減額

　（d）

（c）＝（a）－（b）

25,407

負債・正味財産合計

正
味
財
産
増
減
計
算
書

1,064,100

-125-



○財務に関する主な指標

正味財産比率

借入金依存率

経常比率

自己収益比率

当期経常増減率

総資産当期経常増減率

人件費比率

管理費比率

（※派遣職員は含まない）

常勤役員 人 人 人
うち、県退職者 1 人 1 人 1 人 歳

うち、県派遣 0 人 0 人 0 人

常勤正規職員 人 人 人
うち、県退職者 0 人 0 人 0 人 歳

うち、県派遣 1 人 1 人 1 人

その他職員 人 人 人
うち、県退職者 1 人 2 人 2 人

○県からの財政的支援など

○団体の目標達成状況等
●中長期経営計画の策定の有無
有 計画期間 無

●中長期経営計画による目標及びその達成状況

●年次事業計画による達成目標

令和5年度目標

令和5年度実績

令和6年度目標

指標
目標
実績
目標
実績

単位

1,580

令和6年度

1,581

943
957

計 3,051

0

定
量
目
標

957寄附金・賛助金収入
903

責任者講習
1,580

1,580

万円

人

874 918

1,631

数値目標

定
性
目
標

1,580

令和5年度令和4年度

借入金残高（期末残高）

目
標
実
績

損失補償契約に係る債務残高（期末残高）

0
0

令和3年度～令和7年度 策定予定時期

0

0

0

寄附金・賛助金の拡充及び特定費用準備資金（広報啓発積立資産）の運用による計画的な積立を実施し、財政基盤
の確立並びに関係機関・団体と連携した事業活動の充実及び広報活動の充実による認知度の向上に努める。

責任者講習や各種会議等あらゆる機会を捉えた普及宣伝活動により賛助会員の拡充を図った結果、令和5年度は新
規会員60会員を獲得するに至り、寄附金・賛助金ともに目標数値の収入を得ることができた。

公益財団法人として適法かつ的確な法人経営を図るとともに、引き続き、センターの安定的
財源の確保と関係機関・団体との連携強化による事業活動の充実、広報活動の充実を図
る。

責任者講習や各種会議等あらゆる機会を捉えた普及宣伝活動により賛助会員の拡充を
図った結果、目標金額を超える寄附金・賛助金収入を得ることができた。また、関係機関・団
体と連携した広報啓発活動、インターネット等を活用した広報活動など、事業活動の充実を
図った。

公益財団法人として適法かつ的確な法人経営を図るとともに、引き続き、センターの安定的
財源の確保と関係機関・団体との連携強化による事業活動及び広報活動の充実を図る。

0
0

団体名

正味財産／(負債＋正味財産)

自己収益／経常収益

指標

公益財団法人暴力追放三重県民センター

計算式
100.0%

0.0%

経常収益／経常費用

34.9%

令和3年度 令和4年度

99.1%

借入金／(負債＋正味財産) 0.0%

100.0%

101.2%

令和5年度
100.0%

0.0%

106.3%

管理費／経常費用

令和3年度

収
益
性

－

R5平均年齢　：

R5平均年齢　：

11

64.0%

29.7%

60.6%

26.7% 26.5%

当期経常増減額／(負債＋正味財産)

当期経常増減額／経常収益 1.2%

0.1%

△ 0.9%

0.0%0.0%

5.9%

64.3%

その他県支出金（追加出資額等）

0

0

0

34.0%33.8%

令和5年度

効
率
性

損失補償限度額
債務保証額（期末残高） 0

人件費／経常費用

安
定
性

R5平均年収　：

借入金（期中に借り入れた額の合計）
負担金
補助金・助成金

1

○役職員の状況
備考令和4年度

1 1

1

R5平均年収　：

－

法人の役員等の報酬及び
費用に関する規程による

法人の役員等の報酬及び
費用に関する規程による

令和3年度

3

（単位：千円）
2,374

3
業務支援職員3人

2

委託料
令和5年度令和4年度

3,1483,051

0

0
0

3,148

0 0

0
00

2,374

0
0 0

0

※

※

※

※
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【団体自己評価結果】

比率 評価 比率 評価 比率 評価

100 Ａ 100 Ａ 100 Ａ

100 Ａ 100 Ａ 100 Ａ

96 Ａ 91 Ａ 96 Ａ

100 Ａ 100 Ａ 88 Ｂ
B（６０％～８９％）：やや良好な事象や傾向がみられる

《団体自己評価表》
１．目的に対する評価 比率 100 評価 Ａ

1 ① 5 ①

2 ① 6 ①

3 ① 7 ①

4 ① 8 ①

２．経営計画に対する評価 比率 100 評価 Ａ

1 ① 5 ①

2 ① 6 ①

3 ① 7 ①

4 ① 8 ①

３．事業に対する評価 比率 96 評価 Ａ

1 ① 6 ①

2 ① 7 ②

3 ① 8 ①

4 ① 9 ①

5 ① 10 -

４．経営状況に対する評価 比率 88 評価 Ｂ

1 ③ 6 ②

2 ① 7 ①

3 ① 8 ①

4 ① 9 ①

5 ① 10 ①

※　回答①＝5点、②＝3点、③＝1点、④＝0点とし各部門ごとに比率を算出しています。
　　比率＝（合計点）／（総回答数×5点）　×100

収益における県への依存度は適正か 基本財産や運用財産を適正に運用しているか

総資産当期経常増減率は適正か 必要な額の特定資産が設定されているか

財務基盤についての指標は適正か

累積欠損金が発生していないか、債務超過
ではないか

借入金は返済可能か

目　的

事　業

経営状況

経営計画

危機管理体制は十分に整備されているか

団体が設定している目標は、目的や行政目
的の達成に寄与する指標となっているか

事業毎に損益を分析し、活用しているか
顧客からの問い合わせ、意見等への対応
は適切か

計画の実施にあたり、進捗管理の体制が十
分に整備されているか

県民に対し情報公開・情報提供しているか

社会経済状況に応じ経営改善に取り組んで
いるか

D（  ０％～２９％）：大いに改善を要する

債権管理は十分か

開発用不動産等及び有価証券等の含み損
益を把握しているか

収支の状況は健全であるか

管理費比率及び人件費比率は適正か

内部統制は十分に実施されているか

計画目標達成のため、人材育成・能力開発を
行っているか

中長期経営計画と実績との差異を分析し、
計画を見直しているか

中長期経営計画、年次事業計画は県の方針
を反映したものとなっているか

組織体制は十分に整備されているか

年次事業計画と実績との差異を分析し、改善
しているか

中長期経営計画を策定し、運用しているか

事業構成比率は団体の目的からみて適正か

A（９０％～１００％）：良好な事象や傾向がみられる

顧客ニーズ及び顧客満足度を把握しているか

事業毎に目標を設定しているか

経営基本方針等を定め、役員・職員に浸透
しているか

外部環境、経営資源を把握、評価し、中長
期経営計画に盛り込んでいるか

事業内容は目的に対し意義・効果が認めら
れるか

団体の事業全体について、成果は十分に
上がっているか

県との役割分担を踏まえ、団体で実施する
メリットがあるか

民間企業等が事業の実施主体となることは
不可能か

団体の目的は現在でも社会的要請があるか

C（３０％～  ５９％）：改善を要する

目標の達成状況を評価・活用しているか

団体名 公益財団法人暴力追放三重県民センター

令和5年度令和4年度令和3年度目 的

経営計画

事 業

経営状況
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《団体自己評価コメント》

【知事等の審査及び評価結果】

令和3年度 令和4年度 令和5年度

団体
自己評価

Ａ Ａ Ａ

県の評価

団体
自己評価

Ａ Ａ Ａ

県の評価

団体
自己評価

Ａ Ａ Ａ

県の評価

団体
自己評価

Ａ Ａ Ｂ

県の評価

《知事等の総括コメント》
県民の暴力団排除意識の高揚を図り、暴力団情勢の変化に応じた広報啓発活動を行うとともに、関係機関・団体と連携した各

種暴力団排除活動を推進する等、公益目的事業が着実に実施されている。また、低金利により債権の運用利回りが低水準で推
移している影響から保有する債券の運用益が減少しているものの、寄附金・賛助金収入が目標数値を達成するとともに、特定費
用準備資金を積み立てるなど、センター事業の継続性を確保する取組がなされている。

しかしながら、今後も債券市場は先行き不透明であることから、安定的な事業運営を継続できるよう財政基盤の確保に努めると
ともに、暴力団排除活動の中核を担う法人として、真に県民のニーズに即した実効性のある活動を展開して暴力団が存在しない
安全で安心な地域社会の実現に寄与していくよう求める。

令和5年度コメント

目　　的

経営計画

事　　業

経営状況

県からの収入は、責任者講習に係る委託料のみで補助金や
借入金等はない。寄附金・賛助金収入は増加しているものの、
債券市場の低金利状態により、基本財産運用益の減少が予想
されるため、今後も安定した財政基盤の確立に向け、経費削
減、寄附金・賛助金収入の拡充に努める必要がある。

主要事業の一つである責任者講習の数値目標を達成したほ
か、広告媒体等を活用した普及宣伝活動、情勢を踏まえた講演
等により、広報啓発活動の充実が図られている。今後も、県民
のニーズを的確に把握して業務改善を行い、効果的な事業を推
進していくことが必要である。

団体名 公益財団法人暴力追放三重県民センター

総括コメント

令和5年度コメント

経営状況

事　　業

経営計画

目　　的

センターは、暴力団対策法に規定される暴力追放運動推進センターとして、三重県公安委員会から
指定を受け、同法に基づき、各種事業を実施している。暴力団は、その組織実態を隠蔽し、社会経済
情勢に応じ、資金獲得活動を多様化させているほか、分裂した山口組の各団体の間で対立状態が
続き、令和2年に六代目山口組と神戸山口組、令和4年に六代目山口組と池田組をそれぞれ三重県
公安委員会が「特定抗争指定暴力団等」に指定し、以降延長継続されている。そのような中にあって
も、対立抗争が発生するなど、依然として分裂した各団体の動向は予断を許さない状況にあり、社会
の重大な脅威となっている。こうした状況の下、暴力団を弱体化・壊滅させるためには、社会全体で
の暴力団排除活動が不可欠であり、その中核を担うセンターの役割及び存在意義は年々高まってい
る。

中長期目標に掲げている「財政基盤の確立」を図るため、自己収益である寄附金・賛助金収入に数
値目標を設定し、その拡充に努めた結果、数値目標を達成した。また、基本財産運用益を最大の財
源としており、厳しい債券市場の下、県からの基本指針に基づいた、現状で最も効果的な債券運用
を行った。

ホームページ等を活用した普及宣伝活動や情勢を踏まえた各種講習、講演等を実施し、広報啓発
活動の充実を図り、県民の暴排意識の高揚に努めたほか、責任者講習の数値目標を達成するととも
に暴力相談活動、地域・職域暴排組織への支援活動等に積極的に取り組んだ。

低金利状態が長引く債券市場の影響から、基本財産運用益は低額な状態が続き、さらに物価高騰
により啓発物品や講習教材などが相次ぐ値上げの煽りを受けたものの、寄附金・賛助金収入におい
て、目標金額を得たことで最小限の赤字にとどめた。
　県からの収入については、責任者講習の委託料のみで補助金や借入金等はない。

各種媒体を活用した広報啓発活動を実施し、各種総会、講習等において、最新の暴力団情勢を逐
次情報提供するなど、県民生活の安全確保に向けた情報発信を積極的に推進した。また、寄附金・
賛助金収入及び不当要求防止責任者に対する責任者講習の数値目標を達成するとともに、暴力相
談受理など各種活動を効果的に実施した。

引き続き、関係機関・団体等との連携を密にし、各種事業活動の充実を図っていく。また、賛助金等
収入の拡充等により、特定費用準備資金を積み立てることができたことから、令和6年度にも賛助金
等収入のさらなる拡充等に努め、引き続き、安定した財源確保に向け、あらゆる方策を検討していく。

          ＋ ：団体自己評価結果に比べて高く評価（良好な点が認められる）
          － ：団体自己評価結果に比べて低く評価（課題が認められる）
        空白：団体自己評価結果と概ね同じ評価

中長期経営計画では寄附金・賛助金の拡充及び特定費用準
備資金の運用による財政基盤の確立等を定めており、あらゆる
機会を捉えた普及宣伝活動により新規会員を多数獲得し、数値
目標を達成したが、引き続き関係機関と連携した事業活動の充
実を図る必要がある。

センターの目的は暴力団排除活動や被害者の救済に関するこ
とであり、潜在化する暴力団の不当な資金獲得活動を撲滅する
ため、その社会的要請は以前にも増して高まっている。県民の
期待に応えるため、今後もより一層高い意識を持ち、その存在
意義を高める必要がある。
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